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○大衡村児童生徒就学援助費支給要綱 

平成18年７月27日 

教委告示第11号 

改正 平成20年１月16日教委告示第２号 

平成21年12月15日教委告示第17号 

平成24年３月22日教委告示第４号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は，学校教育法（昭和22年法律第26号）第19条の規定に基づき，経済的

理由によって就学困難な児童及び生徒の保護者に対して村が就学に必要な費用の一部を

援助（以下「就学援助」という。）することに関し必要な事項を定めるものとする。 

（用語の定義） 

第２条 この要綱において「児童生徒」とは，村内に住所を有し，かつ本村の設置する小学

校又は中学校に在学する児童及び生徒をいう。 

２ この要綱において「保護者」とは，親権を行う者，未成年後見人その他の者で，児童生

徒を現に監護する者をいう。 

（援助の種類） 

第３条 就学援助は，次に掲げるものに行うものとし，内訳は別表１のとおりとする。 

(1) 学用品費 

(2) 通学用品費 

(3) 修学旅行費 

(4) 校外活動費 

(5) 新入学児童・生徒学用品費等 

(6) 学校給食費 

（受給の資格） 

第４条 就学援助を受けることのできる保護者は，次の各号のいずれかに該当するものとす

る。 

(1) 生活保護法（昭和25年法律第144号）第６条第２号に規定する要保護者 

(2) 前年度又は当該年度において生活保護法に基づく保護の停止又は廃止になった者 

(3) その属する世帯の世帯主及びすべての世帯員がその属する年度分の地方税法（昭和

25年法律第226号）の規定による市町村民税（同法第328条の規定によって課する所得

割を除く。以下同じ。）が課せられていない者 
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(4) 児童扶養手当受給者（その受給を全額受ける者に限る。） 

(5) 災害等で被害を被り，生活が困窮していると認められる者 

(6) 前各号に掲げる者のほか，特に援助が必要であると認められる者 

（受給の申請） 

第５条 就学援助を受けようとする保護者は，就学援助費支給申請書（様式第１号）に，教

育長が必要と認める書類を添付し当該学校長又は教育長へ提出しなければならない。ただ

し，前条第１号に規定する要保護者については，この限りではない。 

２ 前項の就学援助の申請をした保護者は，申請の事実について学校長又は民生委員児童委

員が調査を行うときは，これに協力しなければならない。 

（受給者の認定） 

第６条 教育長は，就学援助費受給申請書を受理したときは，当該申請内容に基づき，要保

護及び準要保護児童生徒に係る世帯票（様式第２号）（以下「世帯票」という。）を作成

し，校長の意見を求め，速やかに就学援助費の支給の適否を決定し，就学援助費認定・非

認定通知書（様式第３号）により申請者に通知するとともに，支給の認定を受けた者（以

下「受給者」という。）の児童生徒の在学する学校長に，就学援助受給者通知書（様式第

４号）により通知するものとする。ただし，必要に応じて当該地区民生委員児童委員に通

知することができるものとする。 

（支給の額） 

第７条 就学援助の支給額は，毎年度予算の範囲内で文部科学省から示された予算単価表に

基づいて村長が定める。 

（支給の取消） 

第８条 就学援助を受けている保護者が次の各号のいずれかに該当したときは，支給を取り

消すものとする。 

(1) 保護者が辞退したとき。 

(2) 児童生徒が死亡したとき。 

(3) 児童生徒が転出したとき。 

(4) 保護者の経済状況が好転したと認められたとき。 

(5) 虚偽の申請により援助費の支給を受けていることが判明したとき。 

(6) その他教育長が援助費の支給を要さないと認めたとき。 

２ 教育長は，前項の規定により決定を取り消したときは，就学援助費支給決定取消通知書

（様式第５号）により，当該受給者に通知するものとする。 
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３ 支給期間の途中において，支給取消を受けた者は，支給が取り消された日の属する月か

ら支給を行わないものとする。 

（援助費の返還） 

第９条 教育長は，前条の規定により援助費の取消を受けた者がいる場合には，既に支給し

た援助費の全部又は一部を返還させることができる。 

（委任） 

第10条 この要綱の実施に必要な事項は，教育長が別に定める。 

附 則 

この要綱は，平成18年７月１日から施行し，平成18年４月１日から適用する。 

附 則（平成20年１月16日教委告示第２号） 

この要綱は，平成20年４月１日から施行する。 

附 則（平成21年12月15日教委告示第17号） 

この要綱は，公布の日から施行する。 

附 則（平成24年３月22日教委告示第４号） 

（施行期日） 

この要綱は，公布の日から施行し，平成23年４月１日から適用する。 

別表１（第３条関係） 

対象経費 定義 

学用品費 児童又は生徒の所持にかかわる物品で，各教科及び特別活動の学

習に必要とされる学用品（実験，実験材料を含む。）又はその購入

費 

通学用品費 児童又は生徒（第1学年を除く。）が通学のために通常必要とす

る通学用靴，雨靴，雨傘，上履き，帽子等又はその購入費 

修学旅行費 児童生徒が小学校又は中学校を通じてそれぞれ1回参加する修

学旅行に要する経費のうち，修学旅行に直接必要な交通費，宿泊費

及び見学料並びに修学旅行に必要な経費として均一に負担すべき

こととなる記念写真代，医薬品代，旅行傷害保険料，添乗員経費，

しおり代，荷物輸送料，通信費及び旅行取扱料金の額 

校外活動費 

（宿泊を伴わないもの） 

児童又は生徒が校外活動（学校外に教育の場を求めて行われる学

校行事としての活動（修学旅行を除く。）をいう。以下同じ。）の

うち宿泊を伴わないものに参加するため，直接必要な交通費及び見
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学料 

校外活動費 

（宿泊を伴うもの） 

児童又は生徒が校外活動のうち宿泊を伴うものに参加するため，

直接必要な交通費及び見学料 

新入学児童生徒学用品

費等 

新入学児童生徒又は生徒（年度当初に援助給付対象として認定さ

れた児童生徒に限る。）が通常必要とする学用品，通学用品（ラン

ドセル，カバン，通学服，雨靴，雨傘，上履き，帽子等）の購入費 

学校給食費 学校給食に要する費用で保護者が負担する額 
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様式第１号（第５条関係） 

様式第２号（第６条関係） 

様式第３号（第６条関係） 

様式第４号（第６条関係） 

様式第５号（第８条関係） 

 


